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■第１期中期目標期間の業務実績に係る小項目別評価について

公立大学法人公立千歳科学技術大学が行った自己点検・評価のうち、小項目別評価について、評価委員会において妥当性を検討し、分析評価を行った。

■第１期中期目標期間の業務実績に係る項目別評価結果一覧

（単位：件）

項目名 評価
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標

教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置
評価委員会 10 3 28 7 0 0 0 0

法   人 9 3 29 7 0 0 0 0

地域社会等との連携・協力に関する目標を達成するための措置
評価委員会 2 9 14 1 0 0 0 0

法   人 1 9 15 1 0 0 0 0

国際交流に関する目標を達成するための措置
評価委員会 2 2 2 0 0 0 0 0

法   人 2 2 2 0 0 0 0 0

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置
評価委員会 2 3 15 1 0 0 0 0

法   人 2 3 15 1 0 0 0 0

財務内容の改善に関する目標を達成するための措置
評価委員会 1 3 9 1 0 0 0 0

法   人 1 3 9 1 0 0 0 0

自己点検、評価及び情報公開に関する目標を達成するための措置
評価委員会 0 2 5 0 0 0 0 0

法   人 0 2 5 0 0 0 0 0

その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置
評価委員会 1 2 10 5 0 0 0 0

法   人 1 2 10 5 0 0 0 0

※公立大学法人公立千歳科学技術大学の中期目標期間評価実施要領（抜粋）

２ 法人による自己点検・評価

(１) 小項目別評価

－地方独立行政法人法第78条の２第１項第２号に定める評価－

法人は、中期計画の記載項目（小項目）及び指標ごとに、中期目標の期間の業務の実績を明らかにするとともに、以下の４段階により自己評価する。

評価 定義

Ａ 中期計画の達成状況が良好である。

Ｂ 中期計画の達成状況がおおむね良好である。

Ｃ 中期計画の達成状況がやや不十分である。

Ｄ 中期計画の達成状況が著しく不十分であり、重大な改善事項がある。

－2－
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中期目標 中期計画
番

号

法人による自己点検・評価 評価委員会調査・分析

令和元年度から令和６年度までの業務の実績
年

度

中

期

評価委員会

意見等

年

度

中

期

４ 国際交流に関する目標

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置

(1)  学生の海外機関との連携に関する目標

恒常的な学生の海

外派遣及び留学生

の受入れを可能に

するため、組織体

制や環境の整備に

向けた取組を推進

するとともに、海

外大学等との連携

を強化し、学生の

交流実績拡大を目

指す。

(1)  学生の海外機関との連携に関する目標を達成するための措置

ア 教職員、特に関係

業務を担当する事務

職員の英語力の向上

を目指した FD＊26/SD
＊25活動を行う。

53

〇令和元年度は、事務職員の英語力向上について、どのような取組が有効か検討した結果、本学の英語講師による講義形式の

SD を実施することとなり、令和 2 年度以降は全職員を対象とした講義形式の英語の SD を実施することを決定した。

〇令和 2年度は、事務職員の英語力向上に向けた研修を令和 3年 3月 4日にオンラインで開催した。全職員を受講対象者とし

た講義形式の英語 SD を実施することとしていたが、1月に留学生・社会人受入れ検討ワーキンググループを設置したことか

ら、より実践的な英語力向上を目指し、担当課から 1 名ずつの参加とする計 4名で実施した。

〇令和 3年度は、学生支援を行う部署の職員を対象に、令和 4年 1月 7日及び 11 日の 2日間の日程で、オンラインにより計 4

回の研修を行った。その内容は「留学生が入学したことを想定した窓口での対応等について」として、本学外国人講師との

コミュニケーションを重視した形式で実施した。

〇令和４年度は、事務職員の英語力向上を図る研修については、北海道大学大学院教育推進機構 高等教育研修センターが主

催する「実用英会話（業務英会話）集中研修」に 2 名の事務職員が参加した。

〇研修内容は英語での電話対応の基本表現など、想定される状況を基にした実践的な内容となっており、英語によるコミュニ

ケーション力の向上を図った。

〇令和 5年度は、FD 活動を行うとともに、事務職員の英語力向上を図るため、北海道大学大学院教育推進機構 高等教育研修

センター主催の英会話研修「大学教職員のための業務用実用英会話集中研修」に、職員 1名を複数回派遣した。

〇令和 6年度は、・・・。

R1 B

A

R1 B

R2 B R2 B

R3 A R3 A

R4 B R4 A

R5 A - -

R6 A - -

イ 市内及び近隣の関

係機関と連携し、留

学生に関する情報交

換・情報共有を行

う。

54

〇令和元年度は、令和 2年 2月 19 日に千歳国際交流協会と意見交換を行い、同協会から国際交流に資する取組や留学生に対

して経済的な支援を受けられることが判明した。また、本学留学生が通訳ボランティアや各種イベントに参加し、地域の

方々との交流する機会があること、さらには留学生の活躍の場に関する情報があることから、令和 2年度には同協会に加盟

することとした。

〇令和 2年度は、千歳国際交流協会に加盟し、8月 18日に意見交換を行い、留学生に関する情報や学生が参加できるイベント

等の情報を収集した。また同協会から、国際交流講座の情報を得ることができた。

〇令和 3年度は、千歳国際交流協会と留学生に関する意見交換を 1回実施するとともに、随時、問合せなども行った。

〇令和４年度は、千歳国際交流協会と 12 月 9 日に協議を行い、本学の学生が参加できる海外交流事業や本学の学生が利用で

きる留学に関する助成事業について、情報収集を行った。

〇千歳市から留学生の受入れに関するホームステイなどについて情報収集し、1月に留学生 1名を受入れた。

〇令和 5年度は、北海道総合政策部国際局国際課と留学支援事業による「ほっかいどう未来チャレンジ基金」について、意見

交換を行った。。

〇令和 6年度は、・・・。

R1 B

A

R1 B

R2 B R2 B

R3 B R3 B

R4 A R4 A

R5 A - -

R6 A - -

【指標】

(1) -1  提携大学数を本

中期計画期間中に５大

学以上にする。

㉑

提携大学数

〇ポツダム大学、湖南大学校、全南大学校のほか、令和 3年 11月にフィリピン大学と協定を締結した。

〇令和４年度は、アユタヤ地域総合大学、タイ-日工業大学、シドニー工科大学と連携協定を締結し、中期計画期間中の連携大

学数「5 大学以上」を達成した。

〇令和 5年度は、プリンス・オブ・ソンクラ大学、モンクット王工科大学ラカバン校と協定を締結した。

〇令和 6年度は、・・・。

H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6

3 校 3 校 3 校 4 校 7 校 9 校 校

R1 B

A

R1 B

R2 B R2 B

R3 A R3 A

R4 A R4 A

R5 A - -

R6 A - -
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10 予算(人件費を含む)、収支計画及び資金計画

(1)予算及び実績

                                 （単位：百万円）

区分 予算 実績 計画－実績

収入 １１，８１６

運営費交付金 ５，４４８

補助金（千歳市補助金） ２，１５３

自己収入 ３，９８１

  授業料等及び入学検定料収入 ３，７６５

  雑収入 ２１６

受託研究等収入 １６２

寄附金収入 ７２

支出 １１，８１６

業務費 ９，５０１

  教育研究経費 ３，３５３

  人件費 ５，０１５

  一般管理費 １，１３３

受託研究費等 １６２

施設設備整備事業費 ２，１５３

(2)収支計画

                                  （単位：百万円）

区分 予算 実績 計画－実績

費用の部

経常費用 １０，４８０

  業務費 ８，３２６

   教育研究経費 ３，１４９

   受託研究費等 １６２

   人件費 ５，０１５

  一般管理費 １，１３３

  減価償却額 １，０２１

収入の部

経常収益 １０，４８０

  運営費交付金収益 ５，２４４

  補助金収益 ０

  祷豪良収益 ３，１２３

  入学金収益 ４６８

  検定料収益 １７４

  受託研究等収益 １６２

  寄附金収入 ７２

  財務収益 ０

  雑益 ２１６

  資産見返負債収入 １，０２１

純利益 ０

総利益 ０
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(3)資金計画

                                （単位：百万円）

区分 予算 実績 計画－実績

資金支出 １２，５９２

業務活動により支出 ９，４５９

投資活動による支出 ２，３５７

財務活動による支出 ０

次期中期目標期間への繰越金 ７７６

資金収入 １２，５９２

業務活動による収入 １２，５９２

  運営費交付金による収入 ５，４４８

  補助金収益による収入 ２，１５３

  授業料等及び入学検定料による収入 ３，７６５

受託研究等収益による収入 １６２

  寄附金による収入 ８４８

  その他の収入 ２１６

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

※中期計画との差異理由

(1)予算

(2)収支計画

(3)資金計画

中期計画 令和元年度から令和６年度までの業務の実績

11 短期借入金の限度額

(1)  限度額 ２億円

(2)  想定される理由

事故の発生等により、緊急に必要となる対策費として借り入れることが想定される

借入れは行わなかった。

12 出資等に係る不要財産の処分に関する計画

なし なし

13 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

なし なし

14 剰余金の使途

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に

充てる。

目的積立金取崩の内訳


